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はじめに
[bookmark: _GoBack]　2018年6月29日に働き方改革法案が成立した。働き方改革は残業時間の上限規制や、正社員と非正規の不合理な待遇差を解消する「同一労働同一賃金」、高収入の一部専門職を労働時間の規制から外す「脱時間給制度（高度プロフェッショナル制度）」の導入を柱としている。今回の発表では「過労死を促進させる」と批判されている部分の高度プロフェッショナル制度を中心に説明していく。

過労死について
　2015年に起きた大手広告会社「電通」の女性社員が過労により自殺し亡くなってしまった事件は記憶に新しい。『平成29年版過労死白書』によると、平成24年から28年の間で労災認定の補償請求は過労死の場合、1年で250～280件ほど、過労自殺(未遂も含む)は1年で約200件あった。
　このように1日に1人以上過労が原因で亡くなっている現状で、高プロの導入でさらに拍車をかけるのか。改正法案や、別の視点から見るためにすでに導入されているアメリカの高プロから日本の「高プロ」の問題点を発見していく。
